


環境保全推進体制の概要

日野自動車は、1993年3月、環境保全活動の総合的な推進を目指し、

「日野地球環境憲章」と具体的行動計画「日野自動車環境取り組みプラン」を策定しました。

同時に、社長を委員長とする「日野環境委員会」を全社横断的な組織として設置し、

環境保全活動を推進しています。

さらに下部組織として「開発機能環境会議」「生産環境会議」「本社環境会議」「販社環境会議」を設置し、

「日野自動車環境取り組みプラン」に基づく具体的な取り組みを推進しています。

また2005年度に策定した「2010年環境取り組みプラン（第４次ボランタリープラン）」に沿って、

具体的活動を推進しています。

日野地球環境憲章
～日野自動車の環境方針～

環境保全推進体制
日野自動車は、環境保全活動を経営における重要課題のひとつとして位置づけ、

「日野地球環境憲章」と「日野自動車環境取り組みプラン（ボランタリープラン）」を策定するとともに、

全社的組織である「日野環境委員会」を組織して、総合的な取り組みを推進しています。

基本理念

日野地球環境憲章

日野自動車環境取り組みプラン

日野環境委員会（委員長：社長）

本社環境会議生産環境会議開発機能環境会議

推進組織

（CRSレポートP.05に基本理念の詳細を記します。）

（データ集 P.2に基本方針と行動指針を記します。）

（議長：本社機能担当役員）

販社環境会議
（議長：国内営業機能担当役員）（議長：製造機能担当役員）（議長：開発機能担当役員）

事務局 環境部

排ガス燃費WG※

車外騒音WG※

リサイクルWG※

環境負荷物質部会

製品環境小会議

実験品証
エネルギー部会

※各会議体の下部組織が具体的な取り組みを推進しています（P.2参照）

基本方針

行動指針

1. 地球環境の保全を総合的かつ継続的に進めます

2. 地球環境の保全を具体的かつ確実に進めます

■開発機能環境会議、生産環境会議、本社環境会議、販社環境会議の下部組織

1. 事業活動全般並びにクルマのライフサイクル全てに亘る環境負荷の
最小化を図っていきます

2. 関係会社とのパートナーシップをより緊密にして進めます

3. 情報開示･教育･啓発に一層つとめます

私たちはディーゼル車のトップメーカーとして、よりよい製品を世界各国の様々な人々に提供し、豊かな社会づく
りに貢献し続けるとともに、その環境影響を認識し、事業活動のあらゆる場面において汚染の予防に配慮しなが
ら継続的改善を進めることで、人と地球の持続的発展のために努力します。

私たちは環境マネジメントシステムの構築と運用を通じて、私たちに関連する法的及びその他の要求事項を遵
守し、環境目的及び目標を定め、評価し、見直す活動を継続していきます。

トップレベルの環境性能を有する製品を社会に提供し続けると同時に、この生産及び物流過程においても環
境負荷を最小化する技術をたゆまず開発します。また、クルマのライフサイクルにおける全過程を包含する
環境マネジメントシステムを構築し、運用します。

私たちが事業を営むには、多くの方々の協力が不可欠です。クルマづくりのパートナーと国内外で協力し合
い、私たちの環境保全活動を更に大きな輪としていきます。

私たちの取り組みを一人でも多くの方に、より正確に知っていただくための活動を推進します。また私たち
自らも、環境感性を磨き続けます。

4. 企業市民としての、社会的取り組みへの積極的な参画を行います
私たちが社会に対して出来ることは、よりよい製品の提供ばかりではありません。企業市民として、また地域に生
きる企業人として、社会的取り組みに積極的に参画します。

製品環境会議

開発機能環境会議

省資源化推進会議

国内関連会社
生産環境会議

海外関連会社
生産環境会議

工場環境会議

生産環境会議

事務開発
エネルギー部会

本社環境会議

販社環境会議

田町環境会議

販社環境会議

※WG=Working Group
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日野自動車「2010年 環境取り組みプラン」
商用車の環境フロントランナーを目指して 目標設定項目

（1）エネルギー・温暖化対策の推進

（2）資源循環の推進

（3）環境負荷物質の使用量低減

（4）大気環境の保全

（5）環境経営のさらなる推進

日野自動車は、2006年度から2010年度までの環境への取り組み実行計画として、

「2010年 環境取り組みプラン（第4次ボランタリープラン）」を策定しました。

この実行計画では、社会の生活基盤を支える商用車メーカーとして、今後予想される環境問題や社会動向を考慮し、

『企業行動全般にわたる環境負荷の低減』『日野グループとしての環境保全活動のさらなる推進』『社会との共存』

の3つを柱に、右の5項目を目標として推進していきます。

グローバルな事業活動における一層の

CO2低減

●グローバルなCO2低減の中長期シナリオ策定と確実な推進

ディーゼル車メーカー「世界ダントツナ

ンバーワン」の低排出ガス・低燃費性能

を目指す

●低排出ガス要素技術およびシステムの最適制御技術の開発により、低排出ガス化を達成する

●超低燃費ディーゼルエンジンと空力抵抗極小化、および車両の最適制御により、業界トップレ

ベルの燃費水準を達成する

●ハイブリッドシステムの一層の性能向上と販売拡大

●重量車燃費：燃費規制適合車の早期市場供給を推進する

エネルギー・燃料多様化に向けた技術開発 ●合成燃料などの評価と対応技術の研究開発

各国／地域の生産・物流活動における、

CO2低減

〈生産〉 ●エコファクトリー活動の推進・展開（企画段階からの省エネ項目盛り込み）によるCO2低

減の推進

●風力、太陽光発電などの自然、新エネルギーなどの導入を図る

〈物流〉 ●輸送効率の改善によるCO2低減対策の実施

●小型トラックの車載陸送の拡大・完成車の船舶輸送拡大

取り組み項目 具体的な実施事項・目標等

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
温
暖
化

資
源
循
環

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

開
発
・
設
計

生
産
・
物
流

開
発
・
設
計

生
産
・
物
流

1

2

3

4

5

6

7

2015年リサイクル実効率95%達成に向

けた取り組みの着実な推進および早期

達成

（1）リサイクル設計のさらなる推進と製品への確実な盛り込み

●リサイクル性向上設計の推進

（樹脂材料の統合、易リサイクル材への材料置換、部品種類の低減、耐久性の向上など）

●解体性向上のための設計基準整備と開発車への確実な盛り込み

（2）リサイクル性（解体性）評価システムの充実

（3）解体業者等、関連業者との連携強化

●リサイクル、解体情報の展開

●リサイクル材回収からリサイクル処理までの経路整備

●使用済み部品の再利用の推進

地域 項目 目標

グローバル 売上高当たり排出量 2003年度比10%低減

生産
日野

売上高当たり排出量 1990年度比35%低減

排出量 1990年度比10%低減

国内 排出量 1990年度比10%低減

物流
海外

CO2排出量の把握と低減活動拡大
2007年度までに実態を把握し目標管理へ移行

循環型社会に向けた資源有効利用の

一層の推進

水使用量低減

〈生産〉 ●切粉再利用および歩留まり向上などの発生源対策による排出物低減

（金属屑などの有価物・廃棄物の低減と埋立廃棄物ゼロの継続）

〈物流〉 ●リターナブルラック使用対象国拡大と対象国使用率100％達成

（ワンウエイ使用の撲滅）

●各国で個別に目標を設定し継続的に水使用量低減

地域 対象 項目 目標

国内 排出物
売上高当たり

2003年度比5%低減
排出量

生産
日野 排出物

売上高当たり
1990年度比50%低減

排出量

海外 廃棄物 各国トップレベル低減活動を推進

物流
国内 梱包資材 使用量 1995年度比45%低減

海外 梱包資材使用量の把握と低減活動拡大

環境負荷物質の管理、低減の一層の推進

●環境負荷4物質（鉛・水銀・カドミウム・

六価クロム）の低減の推進と対象物質の

拡大

●車室内VOCの低減と対象物質の拡大

●2006年より国内生産車において環境負荷4物質（鉛・水銀・カドミウム・六価クロム）使用全廃

車を導入（2007年完了。適用除外部品あり）

●国内生産車に準じた海外生産車の4物質低減の推進

●環境負荷物質の低減対象拡大と計画的な低減の推進

●2007年以降の新型車より、車室内VOCの基準値を達成（厚生労働省指針値＝日本自動車工業会目標値）

●温暖化係数の小さい冷媒を用いたエアコンの開発

PRTR法対象物質の排出量低減 ●塗装工程を中心としたPRTR法対象物質の排出量低減

各国／地域の都市大気環境改善に資す

る排出ガス低減

取り組み項目 具体的な実施事項・目標等
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塗装工程におけるVOC排出量低減対策 ●塗装工程における洗浄シンナー使用量低減と塗料水性化採用など

国内 ●指定低公害車などの開発・設定

●ポスト新長期排出ガス規制適合車の開発・商品化

海外 ●US07、US10への対応技術の開発・商品化

●Euro4、Euro5への対応技術の開発・商品化

連結環境マネジメント強化

ビジネスパートナーにおける環境マネジ

メントの一層の推進

環境教育の充実

LCAの考え方を踏まえた自動車環境総

合評価体制の導入

環境保全活動への参画貢献

環境情報開示と双方向コミュニケーショ

ンの充実

持続可能な発展を踏まえた環境政策へ

の積極的な貢献と提言

〈生産事業体〉 ●企画段階から環境対策を確実に織り込むエコファクトリー活動のグローバルな展

開（違反・苦情ゼロ、環境リスクの最小化、各国・各地域NO.1の環境パフォーマンス）

〈非生産事業体〉 ●各事業体におけるCO2などの環境パフォーマンスのグローバル管理と向上

〈グローバル環境会議〉●グローバル環境会議の定期的な開催による、グループ一丸となった環境

保全への取り組み

〈仕入先〉 ●仕入先と連携した活動の一層の充実

→納入される部品、原材料、生産設備などに含まれる環境負荷物質の管理充実

〈国内販社〉 ●ディーゼルメーカートップレベルの日野自動車販売会社環境ガイドラインに基

づく販社拠点の環境改善活動推進

→環境関連法規に準じた適正な設備、作業管理の徹底

→エネルギー使用量、廃棄物排出量の把握による低減活動への取り組み

〈海外販社〉 ●海外代理店のオペレーションより発生するCO2などの把握と目標管理の実施

●従業員の環境意識向上を目的とした環境教育の継続的実施

●推進体制の構築と作業環境（データベース、システム構築など）の整備および運用

●日野自動車グリーンファンドの運営を通じた社会貢献

●長期的な視野に立った、環境教育などを通じての地域貢献

●エコドライブ情報のお客様への提供

●各国・地域での環境報告書の発行とさらなる充実

●グローバルな地域社会とのコミュニケーションの充実

●商用車グローバルミーティングの推進

●経団連･自工会など産業界の環境取り組みの推進

地域 項目 目標

国内 排出量 1998年度比40%低減
生産

海外
各国規制より厳しい排出量目標を

設定し低減活動を展開

対象 地域 項目 目標

国内
塗装面積当たり 35g/m2以下

ボディ塗装
排出量 （全ライン平均）

生産
海外

各国トップレベルのVOC排出量
低減活動を展開

その他塗装 国内・海外 VOC排出量低減活動を展開
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2006年度の目標と活動結果
取り組みを推進するにあたり、マネジメント、開発、生産・物流の各分野における具体的目標である「日野自動車環

境取り組みプラン」を策定し、年次ごとの目標達成度の評価を次年度の計画に反映し、活動を推進しています。

マネジメント

開発・設計

生産・物流

開発・設計

生産・物流

開発・設計

生産・物流

開発・設計

生産・物流

マネジメント

社会との

連携

エネルギー・

温暖化

資源循環

環境負荷

物質

大気環境

環境経営

1

2

3

4

5

グローバルな事業活動における一層のCO2低減：中長期シナリオ策定と確実な推進

ディーゼル車メーカ世界ダントツナンバーワンの低排出ガス・低燃費性能を目指す

・低排出ガス化を達成

・業界トップレベルの燃費水準を達成

・ハイブリッドシステムの一層の性能向上および車種と導入地域拡大

・重量車燃費：燃費規制適合車の早期市場供給を推進

エネルギー・燃料多様化に向けた技術開発

・合成燃料などの評価と対応技術の研究開発

各国／各地域の生産・物流活動における、CO2低減

＜生産＞売上高当たり排出量：1990年度比35％減、総排出量：1990年比10％減

＜物流＞国内車排出量：1990年度比10％減

2015年リサイクル実効率95％達成に向けた取り組みの着実な推進および早期達成

①リサイクル設計のさらなる推進と製品への確実な盛り込み

②リサイクル性（解体性）評価の充実

③解体業者など、関連業者との連携強化

循環型社会に向けた資源有効利用の一層の推進

＜生産＞売上高当たり排出量：1990年度比50％低減

＜物流＞国内梱包資材使用量：1995年度比45％低減

水使用量低減（各国で個別に設定）

環境負荷物質の管理、低減の一層の推進

・2006年より国内生産車において、4物質の自工会自主目標達成車の導入

・国内生産車に準じた海外生産車の4物質削減の推進

・2007年以降の国内生産新型車より、車室内VOCの基準値を達成

PRTR対象物質の排出量低減　国内：排出量1998年比40％低減　

海外：各国規制値より厳しい目標を設定する

各国／各地域の都市大気環境改善に資する排出ガス低減

国内・低排出ガス認定車、指定低公害車などの開発・設定

・ポスト新長期規制適合車の開発

海外・US07、US10への対応技術の開発・商品化

・Euro4、Euro5への対応技術の開発・商品化

VOC排出量低減　国内：排出量（ボディ塗装）35g/m2以下　

海外：各国トップレベルのVOC低減活動を展開

連結環境マネジメント強化

＜生産事業体＞企画段階から環境対策を確実に織り込むエコファクトリー活動のグローバルな展開

＜非生産事業体＞CO2など各事業体環境パフォーマンスのグローバル管理と向上

＜グローバル環境会議＞定期的な開催による、グループ一丸となった環境保全への取り組み

ビジネスパートナーにおける環境マネジメントの一層の推進

＜仕入先＞仕入先と連携した活動の一層の充実、環境負荷物質の管理充実

＜国内販社＞ディーゼルメーカートップレベルの日野自動車販売会社環境ガイドラインに基づく販社拠点の環境改善活動推進

・環境関連法規に順じた適正な設備、作業管理の徹底

・エネルギー使用量、廃棄物排出量の把握による削減活動への取り組み

＜海外販売会社＞海外代理店のオペレーションより発生するCO2などの把握

環境教育の充実

・社員の環境意識向上を目的とした環境教育の継続的実施

LCAの考え方を踏まえた自動車環境総合評価体制の導入

・推進体制の構築と、作業環境（データベース、コンピューターネットワークなど）の整備および運用

環境保全活動への寄与貢献

・日野自動車グリーンファンドの運営による社会貢献

・長期的な視野にたった、環境教育などを通じての地域貢献

環境情報開示と双方向コミュニケーションの充実

・エコドライブ情報のお客様への提供

・各国、各地域での環境報告書のさらなる充実

・地域社会とのコミュニケーションをグローバルに一層充実

持続可能な発展を踏まえた環境政策への積極的な貢献と提言

・経団連、自工会等産業界の環境取り組みの推進

国内外生産系子会社での削減シナリオ作成

業界トップレベルの低排出ガス・低燃費性能の推進

研究開発と性能評価の実施

＜生産＞売上高当たり排出量：1990年度比35％減、総排出量：1990年比10％減

＜物流＞総排出量（国内）：1990年度比10％減

社内：ASRリサイクル率40％以上達成

（自動車リサイクル法基準30％以上）

商用車解体の実態調査の実施

＜生産＞売上高当り排出量：1990年同期比50％低減

＜物流＞国内梱包資材使用量：1995年同期比25％低減

海外各社目標設定

SOC4物質の低減

車室内VOC低減

国内排出量2005年度実績（674ton）以下

海外拠点排出実績把握

低排出ガス認定車の認可取得

指定低公害車の対応

ポスト新長期規制対応方針決め

海外の規制対応方針決め

国内：排出量（ボディ塗装）50g/m2以下

海外：拠点排出実績把握

国内外生産系子会社へのエコファクトリー展開

月度の環境データ連結実施

海外事業体全体会議開催

グリーン調達ガイドライン発行

販社環境監査の実施

月度の環境データ連結実施（実績把握）

月度エネルギー使用量データの定期入手

環境講演会の開催

開発機能EMSの立上げ

LCA評価手法の検討

日野グリーンファンド事業の推進

地域に密着した活動の推進

お客様テクニカルセンターを通じたエコドライブ教育の実施

環境社会報告書発行

地域コミュニケーションの推進

自工会などの活動への積極参画

国内外生産拠点でのCO2削減シナリオ作成完了

大・中・小トラ：低排ガス（NOx・PM -10％）で新長期規制対応

大トラ・大バス：一部車型で燃費基準を達成

HV（大バス、小トラ）：低排ガス・燃費基準を達成

GTL（gas to liquids）およびDME（ジメチルエーテル）について研究開発を推進

＜生産＞売上高排出量：1990年同期比40％減、総排出量：1990年同期比11％減

＜物流＞総排出量（国内）：1990年同期比23％減

2006年度実績：ASRリサイクル率65％

商用車解体の実態調査を実施

＜生産＞売上高排出量：1990年同期比69％低減

＜物流＞国内梱包資材使用量：1995年同期比73％低減

各社目標を設定

SOC4物質の自工会自主目標をほぼ達成

VOC低減活動推進中

国内排出量2006年実績（527ton）

VOC低減活動とあわせて活動中

大・中・小トラでNOx・PM -10％認定車対応

八都県市指定低公害車（平成17年基準）対応、LEV7（平成17年基準）対応

対応技術について推進中

国内：排出量（ボディ塗装）49.7g/m2

海外：主要拠点排出実績把握

国内関連会社に対する説明会実施（7/18）

月度の環境データ連結実施

海外事業体全体会議開催（10/31～11/1）

日本語版発行（9月）、仕入先への説明会開催（9月・11月）、英語版発行（12月）

エコ・マネジメントディーラー認定：186/220拠点（85％）、5Ｓ向上活動取り組み推進

環境負荷データ実績把握

海外非生産拠点8社とデータ連結実施

グループ会社環境担当役員による環境講演会の開催（7/18）

開発機能EMS立上げ、ISO14001更新審査適合

代表モデルにてライフサイクルCO2の算出を実施

2006年度14団体へ助成、「日本野鳥の会」による環境講演会の開催

日野市の日野ESDプログラムへの参画

2006年度来場者数：4,148名

環境社会報告書発行（7/18）

東京都・環境保護団体などからの依頼に基づく環境講演会の実施

自工会各委員会、部会への参加（安環技委員会・環境委員会ほか）

5

取り組み項目 中長期目標 2006年度目標 2006年度結果



日野自動車では、2003年4月までに、本社

機能、製品開発、生産技術、生産、部品物流・

車両物流、国内事業および海外事業の統括

拠点である田町事務所で、ISO14001の認証

を取得しています。

これからは本業業務とEMSの結びつきを

強め、より積極的に環境への取り組みを進

めていきます。

ISO14001に基づいた環境マネジメントシ

ステムを運用するなかで、内部環境監査お

よび審査登録機関による外部審査を実施し

ています。

2006年度の外部審査においては、右記の

観察事項がありましたが、不適合はありませ

んでした。

事務用品、事務機器のグリーン購入をさら

に積極的に推進するため、2001年9月に環境

省の「グリーン購入法特定調達物品」などを

参考に「グリーン購入ガイドライン」と「グリー

ン購入推進計画」を作成し、社内展開しま

した。2006年度は、目標を達成し、グリー

ン購入を継続して実施しています。

日野自動車の環境マネジメントシステム
日野自動車では、すべての事業機能で環境マネジメントシステム（EMS）を構築し、

各部の業務と環境保全とを結びつけて、効率的にEMSを運用しています。

また、これらのシステムについては定期的に環境監査をおこなっており、システムの有効性を確保しています。

環境パフォーマンスデータ
日野自動車では「2010年 環境取り組みプラン」で定めた目標を達成するために、

CO2排出量削減など、日々環境パフォーマンスの向上に努めています。

2006年度は、下記のほとんどの項目で2005年度実績以下の結果となりました。

内部および外部環境監査

グリーン購入

日野自動車のISO14001認証取得状況

審査結果

本社・日野工場

羽村工場

新田工場

青梅部品センター

日高配車センター

田町事務所

更新審査

サーベイランス

サーベイランス

サーベイランス

サーベイランス

観察事項

5

3

2

3

1

軽微な不適合

0

0

0

0

0

重大な不適合

0

0

0

0

0

認証取得状況

生産機能、製品開発機能、

生産技術機能、本社機能

生産機能

生産機能

物流機能

国内営業機能、海外営業機能

本社・日野工場

羽村工場

新田工場

青梅部品センター

日高配車センター

田町事務所
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※1 敷地外からの流入によるもの

環境基準値：0.03［単位：mg/R］
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効果的な環境保全活動の推進には、社員

一人ひとりの環境保全意識を高めることが

重要と考え、環境教育・啓発活動を積極的

に実施しています。

1994年度からは、新入社員教育プログラ

ムのなかに環境教育を組み込み、自動車産

業を担う一員としての自覚と責任を学ぶ場

となっています。

また、６月の環境月間には環境講演会を

開催するなど、社員の環境意識を高める取

り組みをおこなっています。

環境負荷低減のため、適正な運転基準、

作業標準を定めて、安定した操業の維持管

理に努めています。また、緊急時に組織的・

効率的な活動ができるよう「緊急時の対応

方法」を定めており、定期的に対応訓練を実

施しています。

2006年度は、環境に関する苦情が4件発

生しました。内訳は、騒音3件、臭気1件で

す。これらにつきましては、実態を調査し、

適切な対応を実施しました。

2006年度の製品リコールは13件でした

（CSRレポート2007 P.14参照）。このうち

環境に関連したものはありません。

環境に関する訴訟では、1996年5月に東

京都において自動車排出ガスの健康への影

響に関する訴訟が提起されて以来、一貫し

て当社を含む自動車メーカー側に賠償責任

がないことを主張し争ってきましたが、2007

年6月に東京高等裁判所より、社会的責任の

見地から自動車メーカーにも一定の負担を

求める和解勧告が出されました。当社を含

む自動車メーカーはこれに応じ、2007年8

月8日に和解が成立しました。

環境教育とリスク管理

教育プログラム（2006年度受講者）

効果的な環境保全活動の実践を目指し、社員の環境意識高揚のため、環境教育・啓発活動を実施しています。

また、安全操業と環境負荷低減のため緊急時における対応法を策定するとともに、定期的に訓練を実施しています。

緊急時対応

苦情・製品リコール・訴訟

コース名

新入社員教育

受講者数

151人

環境教育と啓発活動

5Sとは、整理・整頓・清掃・清潔・しつけ

の頭文字のSを指します。日野自動車では

「まずは、足元の環境5Sから！よし！やろう。

見違えるまで、どこまでも」を合言葉に、全

社5S活動を2004年6月から継続して実施し

てきました。

活動の締めくくりとなる2006年は、全部

署で、この3年間の5S活動を振り返り、自主

点検を実施したところ、3年前と比べて職場

の整理整頓が大きく改善したことが改めて

確認されました。

2006年10月に開催された、「5S活動総括

式」においては、各担当役員と各部長の5S

継続に向けた決意表明が紹介され、全社員

が今後も5Sを仕事の基本として取り組んで

いくことで意思統一しました。

3年間の「全社5S活動キャンペーン」を通

じて、きれいな職場とそれを維持する仕組

みが実現できました。今後は、業務を効率

的に進めるためのより一層の工夫（仕事の

5S）につなげていきます。

全社5S活動キャンペーン

日野自動車では、全員参加で環境保全活

動を進めるためのキーワードとして“もった

いない”を設定し、日野グループで共有しな

がら活動を進めています。

「もったいない活動」の一例としては、本

社・日野工場に出店している（株）ファミリー

マート様と共同で実施している「レジ袋削減

活動」があります。工場内のファミリーマー

トで購入した商品を、自分の職場に持ち帰

るだけのためにレジ袋を使うのは“もったい

ない”ことを社員に啓蒙した結果、活動開始

前は１日当たり約2,300枚使用していたレジ

袋が、2007年3月末には約1,200枚とほぼ半

減することができました。

また、日野自動車の海外関連会社に対し

ても“もったいない”という言葉と考え方が

紹介され、世界中の日野グループで、

“MOTTAINAI”というキーワードのもと、環

境保全活動が推進されています。

もったいない活動
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日野自動車は、国内全仕入先に対して、

「HINOグリーン調達ガイドライン」を提示

し、環境マネジメントシステムの構築をお

願いしています。主要仕入先がISO14001認

定を取得し、未取得仕入先についても、引

き続き取得要請をおこなっていきます。加

えて、今年度は、日本自動車工業会自主規

制で推進している、SOC（環境負荷物質）の

管理・低減について、より早い実現を図るた

めに、全仕入先へ協力を要請しました。

また、主な仕入先22社による「国内関連

会社生産環境会議」を組織し、環境マネジ

メント活動を進めています。参加各社とは

定期的な「環境懇談会」をおこない、環境意

識向上を図るとともに、各分野における具

体的目標を設定し、環境保全活動を実施し

ています。

海外生産系子会社を対象に、「海外関連会

社生産環境会議」を年２回開催しています。

この会議では、各社の環境担当代表者が、

環境目標に対する活動状況報告と、省エネ、

省資源に向けた改善事例紹介をおこないま

す。必要な情報が参加者間で共有されるこ

とはもちろん、各社が切磋琢磨しながらよ

り一層の環境負荷低減を目指す雰囲気づく

りを進めています。

2006年11月に本社・日野工場で開催した

会議では、各社が2010年目標達成に向けた

取り組みをお互いに共有し、日野グループ

として2010年目標の達成に向けた意思統一

をより一層強めることができました。

日野グループの環境保全活動
日野自動車では、自社における取り組みを推進するばかりではなく、

国際規格であるISO14001の認証取得を活動の柱として、

国内外関連会社、販売会社を含めた日野グループでの環境保全に取り組んでいます。

国内関連会社の活動 海外関連会社の活動

環境マネジメントの輪をよりお客様の身

近なものへと拡げていくため、毎年、整備

工場を持つ国内すべての販売会社41社へ

「販売会社環境ガイドライン」を発行してい

ます。これは、日野自動車独自の環境マネ

ジメント要求事項をとりまとめたものです。

現在、このガイドラインへの適合性を監査

し、すべての項目に適合した販売会社・拠点

に対しては「エコ・マネジメントディーラー」

としての認定をおこなっています。

国内販売会社41社220拠点中186拠点が

エコ・マネジメントディーラーとして認定さ

れています。そのうち全拠点認定されてい

る販社は25社です。また5社がISO14001の

認証を取得しています。

国内販売会社の活動

2004～2006年度日野グループ生産拠点の主要環境データ

日野自動車 

海外関連会社：14社 

国内関連会社：26社 
主要仕入先：578社 国内販売会社：41社 

 

※EMD（エコ・マネジメントディーラー）認定数にはISO14001
認証取得会社も含む。エコ・マネジメントディーラーとは日野
による認定（CSRレポート2007 P.28参照）

日野自動車グループのEMS構築状況

国内

海外

関連会社

主要仕入先

販売会社

関連会社

対象会社

22

578

41

7

EMS

ISO14001

認証取得

20

265

5

3

構築

EMD全拠点

認定販売会社

－

－

25

－

2007年3月末

ISO・EMD取得状況

CO2排出量

0

1,500

3,000

4,500

2004 2005 2006（年度） 

（t） 

2,482

1,206

161

2,040

1,685

493

1,672

2,090

340

海外生産系関連会社 
国内生産系関連会社 
日野自動車 

焼却廃棄物量

0

4,000

8,000

12,000

16,000

2004 2005 2006（年度） 

（t） 

37

15,359

1,088

689

12,074

2,118

7,188

1,655

海外生産系関連会社 
国内生産系関連会社 
日野自動車 

20

直接埋立て廃棄物量

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

2004 2005 2006（年度） 

（千m3） 

2,336

1,718

281

2,111

1,684

383

2,032

1,654

411

海外生産系関連会社 
国内生産系関連会社 
日野自動車 

水使用量

日野パック（パキスタン）の取り組み

日野パック（パキスタン）の取り組み
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下表は環境省の「環境会計システム導入のためのガイドライン」を参考に、日野自動車で集計している環境コストを分類したものです。

2006年度の環境保全コストの実績は、総額で202億円となりました（売上高比2.1%）。ただし、環境対応とそれ以外の目的のものと区別が

難しい設備投資などについては、環境対応分が明確に把握できるもののみ計上しました。

環境保全効果については、確実な根拠に

基づくもののみ、単年度効果として算定し

ました。具体的には、省エネルギーによる

エネルギー費の低減と廃棄物低減による処

理費用の低減で、2006年度は総額で6億

9100万円となりました。

環境会計
日野自動車では、環境省「環境会計ガイドライン」をもとに、環境保全コストと効果を集計しています。

費用対効果を把握することで、効果的な環境投資をおこない、継続的に環境負荷を低減していくことを目的としています。

（財）日野自動車グリーンファンド

環境保全コスト

弊財団は日野自動車株式会社の出資により

1991年に設立されました。以来15年にわた

り、全国の環境保全に取り組む皆様への助

成活動をおこなっています。毎年15前後の

団体を対象に助成をおこなっていますが、

財団の規模は小さく、助成金額も小額です。

しかし、小粒ながら地道で継続的な取り組

みを評価していただき、2005年度に環境大

臣賞を受賞しました。

財団紹介

環境保全コスト

項目

①事業エリア内コスト

②上・下流コスト

③管理活動コスト

④研究開発コスト

⑤社会活動コスト

⑥環境損傷対応コスト

合計

公害防止コスト

地球環境保全コスト

資源循環コスト

計

主な取り組みの内容

大気汚染、水質汚濁などの公害防止のためのコスト

省エネルギー設備等の地球環境保全コスト

リサイクル、廃棄物の処理等の資源循環コスト

環境負荷を減らすための追加的コスト

環境負荷の監視・測定のためのコスト

環境保全対策組織の人件費

環境保全対応製品の研究開発費

環境負荷抑制のための研究開発費

自然保護、緑化などの環境改善対策コスト

環境保全をおこなう団体などに対する寄付、
支援のためのコスト

自然破壊などの修復のためのコスト

環境の損傷に対応する保険料

2006

投資額

18

ー

45

63

ー

ー

ー

ー

ー

63

20,

年度

費用

295

ー

410

706

132

406

18,906

5

ー

20,155

218

2004

投資額

314

56

2

371

ー

ー

ー

ー

ー

371

27,

年度

費用

430

1

448

879

ー

435

26,171

5

ー

27,490

861

2005

投資額

8

57

ー

65

ー

ー

ー

ー

ー

65

24,

年度

費用

262

1

460

723

ー

429

23,718

5

ー

24,875

940

経済効果

物量効果

項目

収益

費用節減

合計

リサイクルによる事業収入など

省エネルギーによる

エネルギー費の節減

省資源またはリサイクル活動による

廃棄物処理費の節減

2006年度

680

ー

11

691

2004年度

692

39

38

769

2005年度

565

28

9

602

項目

CO2低減［t-CO2］

廃棄物低減［t］

2005年度

2,978

255

2004年度

631

1,300

2006年度

－

406

単位：百万円（ーは百万円未満）

単位：百万円

※集計範囲の見直しにより、一部の項目で昨年の報告値から変更があります

※集計範囲の見直しにより、一部の項目で昨年の報告値から変更があります

助成件数の推移 

0

10 

20 

30 
（件） 

1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006
（年度） 

財団の助成事業実績

事業区分

植木や草花などの植栽の実施および助成

自然環境の保全活動に対する助成

自然環境保全に資する調査・研究への助成

自然環境保全に資する啓発活動の実施および助成

合計

2006年度助成金額

388

2,489

1,107

1,410

5,393

助成金額累計

39,572

24,980

44,626

54,185

163,363

弊財団は「地球規模で考え、行動は足元から」をモットーに、全国の植樹活動や
自然環境保全活動などに対する助成事業を主軸としています。小規模な活動で
すが、今後も幅広い領域の活動を支援していきたいと思っています。

財団法人日野自動車グリーンファンド　専務理事 加納秀一

日野自動車21世紀センターで「日野自
動車グリーンファンド助成贈呈式およ
び助成活動発表会」を開催。贈呈式
では、24件の応募の中から厳選され
た14件に助成金を贈呈。また、発表
会では、昨年度の助成団体9団体の
発表により、1年間の活動成果を伺う
ことができた。（2006年11月）

助成金贈呈式を開催
弊財団の評議員を務める（財）日本野
鳥の会 専務理事 鈴木君子氏、安西
英明氏による講演会を開催。
地域住民および日野自動車社員、合
計65名が参加し、大盛況。活発な質
疑もおこなわれ、身近な野鳥から生態
系を考え、環境を考えるよい機会にな
った。（2007年1月）

環境講演会（意識啓発）を開催

八王子市高尾山にて、高尾森林セン
ターの協力のもと、炭焼き体験・花
炭＆焼き芋づくりを実施。地域住民や
日野自動車社員、合計36名が参加し
た。参加者からは「大変勉強になった。
家族の思い出にもなった。また参加し
たい。」などのコメントがあり、大好評の
イベントとなった。（2006年10月）

秋の森の集い（炭焼き体験）を実施
弊財団の理事 矢島稔氏が園長を務
める「ぐんま昆虫の森」にバスツアーを
実施。地域住民および日野自動車社
員、合計33名が参加。参加者は48ヘ
クタールの里山で、昆虫探索を中心に
豊かな自然を体験。
とくに子供たちにとっては、夏休みの
思い出になった。（2006年7月）

ぐんま昆虫の森バスツアー（里山体験）を実施

花のあるまちづくり事業の一環として、
日野市環境緑化協会がおこなってい
る「コスモスアベニュー事業」に参加。
今回で9回目を迎えたこの活動は、日
野市を花のある街にすることが目的。
近隣市民や日野市の諸団体とともに
豊田地区の道路の一角にコスモスの
種まきをおこなった。（2006年7月）

コスモスアベニュー事業に参加
日野市環境共生部主催で毎年おこな
われている「多摩川・浅川クリーン作
戦」に参加。清流を取り戻すため、地
元市民をはじめ総勢1,210人のボラン
ティアが多摩川右岸・浅川右岸左岸流
域の清掃をおこない、13.6トンの可
燃・不燃・粗大ゴミを収集した。（2006
年4月）

多摩川・浅川クリーン作戦に参加

助成金額累計対象：1991年度～2006年度

設立以来254団体に総額 
約1億6千万円の助成をしました。 

単位：千円

2006年度の助成団体

テーマ 助成先団体名

生駒市ふれあいセンター内桜並木造成 生駒ロータリークラブ（奈良）

モンキーウォッチング～同種共存編～ 東京の野生ニホンザル観察会（東京）

多摩動物公園での里山保全および普及活動 多摩丘陵の里山保全活動グループ（東京）

明日香村の景観保全活動と国際ネットの構築 景観ボランティア明日香（奈良）

秩父地方の老樹名木追加調査とシンポジウム 秩父の環境を考える会（埼玉）

里親制度によるシナイモツゴ生息池の拡大 シナイモツゴ郷の会（宮城）

自然学習用副読本「生きている由良川」作成のための生物生態調査 野生生物を調査研究する会（兵庫）

失われつつある身近な自然環境の再評価 エコライフ（群馬）

野生化動物アライグマの在来種への影響 日の出むじなクラブ生態班（東京）

四国カエル図鑑作成と高知カエル類生息調査 四国自然史科学研究センター（高知）

茨城県南地域における自然保護貢献活動 土浦植物友の会（茨城）

長池公園トンボ図鑑の発行 長池公園生き物図鑑勉強会（東京）

次代を考え小学生の「緑の環境教育」に寄与 多摩さくら百年物語フォーラム（東京）

青少年対象の自然環境保護教育「森の学校」 丹沢自然保護協会（神奈川）

日野自動車グリーンファンドに関する

詳しい内容については、ホームページ

（http://www.hino.co.jp/j/brand/environment/greenfund/index.html）

をご参照ください。

2006年度の主な活動

敬称略、順不同
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羽村工場

本社・日野工場

水質（水質汚濁防止法、都条例）
放流水水質分析（河川放流……放流先：谷地川経由多摩川）

項目

排出量［m3/日］

pH［－］

BOD［mg/R］

COD［mg/R］

SS［mg/R］

N-ヘキサン［mg/R］

全リン［mg/R］

全窒素［mg/R］

亜鉛含有量［mg/R］

フッ素化合物［mg/R］

規制値

－

5.8～8.6

20

－

40

5

2

20

5

15

最大

4,707

7.4

2.3

12

3.0

ND

1.2

13.1

0.04

0.29

最小

1,120

6.8

0.6

4

1.0 

ND

0.1

3.4

0.02

0.26

平均

2,470

7.0 

1.2

9

1.8

ND

0.5

8.8

0.03

0.28

大気（大気汚染防止法、都条例）

施設名

小型ボイラー（都市ガス）

コージェネ（都市ガス）

浸炭炉1号（都市ガス）

測定項目

NOx［ppm］

ばいじん［g/Nm3］

NOx［ppm］

ばいじん［g/Nm3］

NOx［ppm］

ばいじん［g/Nm3］

規制値

－

－

35

0.05

180

0.2

最大

75

0.004

26

－

120

0.002

最小

15

0.001

21

－

110

ND

平均

30

0.002

23

－

115

0.001

化学物質（PRTR法）

政令 第1種指定

番号 化学物質

1 亜鉛の水溶性化合物

30 ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂

（液状のものに限る）

40 エチルベンゼン

43 エチレングリコール

63 キシレン

177 スチレン

224 1,3,5-トリメチルベンゼン

227 トルエン

299 ベンゼン

311 マンガンおよびその化合物

合計

4.6

1.8 

20.0 

425.2 

56.3 

8.3 

4.9 

39.5 

0.9 

2.1 

563.6 

取扱量
排出量 リサイクル

量
除去
処理量

消費量

0.0

0.0

9.5 

0.0 

23.3 

0.6 

0.7 

12.3 

0.0 

0.0 

46.4 

0.0 

0.0

0.0  

0.0  

0.0  

0.0 

0.0  

0.0  

0.0 

0.0  

0.1 

1.3

0.2

0.1

3.5

0.1

0.0

0.1

0.1

0.0

0.6

6.2

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

2.0

0.0

4.7

0.0

2.5

0.0

0.0

0.0

9.2

0.0

0.0

5.6

0.0

14.0

0.0

1.6

6.6

0.0

0.0

27.7

3.2

1.6

2.8 

421.6 

14.2 

7.7 

0.0 

20.6 

0.9 

1.4 

474.0 

・取扱量1t以上が対象（特定第1種指定化学物質は500kg以上）
・除去処理量：焼却処理・分解処理などにより除去した量
・消費量：反応により他物質に変化したり、製品に含有もしくは付随して場外へ持ち出される量

大気 水質

移動量

廃棄物 公共下水道

水質（下水道法） 放流水水質分析（下水道放流）

項目

排出量［m3/日］

pH［－］

BOD［mg/R］

SS［mg/R］

N-ヘキサン［mg/R］

全リン［mg/R］

全窒素［mg/R］

亜鉛含有量［mg/R］

フッ素化合物［mg/R］

規制値

－

5.7～8.7

300

300

5

20

150

5

15

最大

3,589

7.7

5.1

19

ND

9.7

13.3

0.12

1.20 

最小

32

6.7

ND

2

ND

0.3

1.3

0.10 

0.97

平均

1,711

7.1

2.2

5.2

ND

3.5

5.3

0.11

1.09

ND：定量下限値以下（検出されない）
・「最大」「最小」「平均」は、年間を通じた測定値の中の最大／最小／平均の値を表す

大気（大気汚染防止法、都条例）

施設名

ボイラー（重油）

コージェネ（重油）

コージェネ（都市ガス）

乾燥炉（都市ガス）

焼却炉（重油）

測定項目

NOx［ppm］

ばいじん［g/Nm3］

NOx［ppm］

ばいじん［g/Nm3］

NOx［ppm］

ばいじん［g/Nm3］

NOx［ppm］

ばいじん［g/Ｎm3］

NOx［ppm］

ばいじん［g/Ｎm3］

塩化水素［mg/Ｎm3］

ダイオキシン［ng-TEQ/Ｎm3］

規制値

100

0.25

950

0.1

35

0.05

180

0.1

250

0.5

750

5

最大

74

0.007

770

0.034

26

ND

62

0.01

130

0.008

170

－

最小

45

0.004

750

0.022

19

ND

14

ND

－

－

－

－

平均

61

0.006

760

0.028

21

ND

28

0.003

130

0.008

170

－

単位：t /年（ダイオキシン類はmg-TEQ/年）

化学物質（PRTR法）

政令 第1種指定

番号 化学物質

1 亜鉛の水溶性化合物

16 2-アミノエタノール

30 ビスフェノールA型エポキシ樹脂

（液状のものに限る）

40 エチルベンゼン

43 エチレングリコール

44 エチレングリコール

モノエチルエーテル

63 キシレン

101 酢酸2-エトキシエチル

176 有機スズ化合物

179 ダイオキシン類（mg-TEQ）

224 1,3,5-トリメチルベンゼン

227 トルエン

232 ニッケル化合物

299 ベンゼン

311 マンガンおよびその化合物

合計

12.9 

3.3 

9.9

126.4 

1020.7 

22.4

373.1 

26.6 

1.1 

0.0 

45.1 

330.6 

1.4 

9.4 

17.9 

2,000.8 

0.0

0.0

0.0

71.4 

0.0

22.4

167.2 

26.4 

0.0 

（48.3）

20.7 

99.0 

0.0 

0.0 

0.0 

407.1 

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

3.8 

0.6 

1.0

0.5 

0.5 

0.0

0.5 

0.0 

0.1 

（92.1）

0.5 

0.5 

0.7 

0.0 

1.6 

10.3 

0.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.1

0.2

0.0

0.0

0.0

15.5 

0.0

0.0

35.1 

0.0

0.0

0.0

19.1 

6.9 

0.0

0.0

0.0

76.6

0.0

2.6

0.6

10.9 

0.2 

0.0

29.1 

0.2 

0.0 

0.0 

4.8 

17.7 

0.0 

0.0 

0.0 

66.1

9.0 

0.1 

8.3

28.2 

1,020.0 

0.0

141.2 

0.0 

1.0 

0.0 

0.0 

206.6 

0.7 

9.4 

16.2 

1,440.6 

取扱量
排出量 リサイクル

量
除去
処理量

消費量

・取扱量1t以上が対象（特定第1種指定化学物質は500kg以上）
・除去処理量：焼却処理・分解処理などにより除去した量
・消費量：反応により他物質に変化したり、製品に含有もしくは付随して場外へ持ち出される量

大気 水質

移動量

廃棄物 公共下水道

ND：定量下限値以下（検出されない）
・焼却炉：2006年9月に停止
・「最大」「最小」「平均」は、年間を通じた測定値の中の最大／最小／平均の値を表す

ND：定量下限値以下（検出されない）
・「最大」「最小」「平均」は、年間を通じた測定値の中の最大／最小／平均の値を表す

ND：定量下限値以下（検出されない）
・「最大」「最小」「平均」は、年間を通じた測定値の中の最大／最小／平均の値を表す

単位：t /年

単位：t /年

各工場の環境関連法に基づくデータ
日野自動車では法令の遵守はもとより、法規制値より厳しい基準で自主管理をおこなっています。

また、使用する副資材に含まれる化学物質についても管理し、高有害性物質の使用を未然に防止しています。



項目

排出量［m3/日］

pH［－］

BOD［mg/R］

SS［mg/R］

N-ヘキサン［mg/R］

全リン［mg/R］

全窒素［mg/R］

亜鉛含有量［mg/R］

フッ素化合物［mg/R］

規制値

－

6.0～8.0

10

15

3

8

60

1

1.5

最大

800

7.9

3.0

3.0

1.0

0.1

30

0.08

0.06

最小

75

7.4

0.7

ND

ND

ND

5.7

0.02

ND

平均

531

7.6

1.3

0.2

0.7 

0.01 

9.9

0.05

0.015

ND：定量下限値以下（検出されない）
・「最大」「最小」「平均」は、年間を通じた測定値の中の最大／最小／平均の値を表す

環境への取り組み経緯

1990.12 ■日野工場コージェネ導入

1991.7 □財団法人

日野自動車グリーンファンド設立

1992.4 ■羽村クリーンセンター導入

1992.5 ■鋳造の離型剤に使用していた

特定フロン（フロン113 ）使用全廃

1993.3 □「日野地球環境憲章」策定

□「日野地球環境行動計画」策定

□日野環境委員会設置

■生産環境委員会設置

1994.6 ■部品洗浄用に使用していた

トリクロロエタンの使用全廃

1994.12 ■羽村工場コージェネ2号機導入

1996.3 □「日野地球環境活動計画」

第1回改定

1997.3 ■新田工場鋳物砂再生装置導入

1998.11 ■ダイオキシン対策として

小型焼却炉を廃止

1999.3 ○羽村工場ISO14001認証取得

2000.3 ○新田工場ISO14001認証取得

2000.9 □環境報告書発行

2001.2 □「日野地球環境憲章」第1回改定

□「日野自動車環境VP」策定

2001.3 ■3工場ゼロエミッション達成

○本社・日野工場ISO14001

認証取得

2002.1 ○青梅部品センター・

日高配車センター

ISO14001 認証同時取得

□リサイクル委員会設置

□販社環境委員会設置

2002.7 □「販売会社環境ガイドライン」発行

2002.9 □「環境に関する調達ガイドライン」

発行

2003.4 ○田町事務所ISO14001認証取得

2004.8 ■日野工場フレーム脱臭装置導入

2004.9 ■新田工場コージェネ導入

2005.4 ■新田工場排水処理設備増強

2006.9 ■羽村クリーンセンター停止

2006.9 ■「HINOグリーン調達ガイドライン」

発行

2007.3 ■日野工場コージェネ更新

1991.4 ディーゼルエンジンー電気

ハイブリッド車（HIMR）発売

1993.3 環境技術委員会設置

1993.5 リサイクル法に基づく事前評価実施要領発行

カーエアコン用特定フロンを

代替フロンに変更完了

1995.2 コモンレール式燃料噴射システム搭載車発売

1998.2 使用済み自動車リサイクル・イニシアティブ

「自主行動計画」発表

2000.2 パルスEGRシステム搭載車発売

2001.12国内初5気筒ターボインター

クーラーエンジン搭載車発売

2002.2 新型ハイブリッド自動車（バス）

「新型HIMR路線バス」が

省エネ大賞資源エネルギー庁

長官賞を受賞

2003.8 超低PM認定「四ツ星」

小型トラック発売

2003.10超低PM認定「四ツ星」

中型・大型トラック発売

2004.4 新開発中型ハイブリッドトラック発売

2004.8 超低PM認定「四ツ星」小型バス発売

2005.5 平成17年排出ガス規制適合中型トラック発売

2005.8 平成17年排出ガス規制適合大型観光バス発売

2006.2 平成17年排出ガス規制適合大型トラック発売

2006.9 平成17年排出ガス規制適合小型トラック発売

2006.11低排出ガス重量車適合中型トラック発売

2007.1 低排出ガス重量車適合大型観光バス発売

2007.2 第２世代バイオディーゼル燃料実用化

共同プロジェクトの実施

2007.2 平成17年排出ガス規制適合大型路線バス発売

◆1992リオデジャネイロ・地球サミット

◇1992 中期ブレーキ規制設定

◇1993 環境基本法制定

◇1993自動車NOx削減法施行

◇1994 平成6年排出ガス規制

◆1997 京都でCOP3開催

◇1999 平成11年排出ガス規制

◇2001 平成13年騒音規制

◇2002自動車NOx・PM法施行

◆2002ヨハネスブルグ・地球サミット

◇2003 平成15年排出ガス規制

◇2004 平成16年排出ガス規制

◇2005自動車リサイクル法施行

◇2005 京都議定書発効

◇2005 平成17年排出ガス規制

◇2005 愛・地球博開催

◇2006 改正省エネ法施行

◆2007 IＰＣＣ第4次報告書発行

注釈
○ ISO □マネジメント ■生産

注釈
◇国内　◆海外

年 マネジメント・生産 製　品 社会の動き

1990

1991

1992

1993

1994

1995

1996

1997

1998

1999

2000

2001

2002

2003

2004

2005

2006

2007

1615

新田工場

水質（水質汚濁防止法、県条例、地元自治体との環境汚染防止協定）
放流水水質分析（河川放流……放流先：早川）

大気（大気汚染防止法、県条例、地元自治体との環境汚染防止協定）

施設名

ボイラー10t（重油）

連続炉1号（灯油）

測定項目

NOx［ppm］

ばいじん［g/Nm3］

NOx［ppm］

ばいじん［g/Nm3］

規制値

180

0.1

180

0.1

最大

—

—

110

0.027

最小

—

—

66

0.006

平均

—

—

81

0.014

化学物質（PRTR法）

政令 第1種指定

番号 化学物質

1 亜鉛の水溶性化合物

25 アンチモンおよびその化合物

40 エチルベンゼン

43 エチレングリコール

63 キシレン

68 クロムおよび3価クロム化合物

224 1,3,5-トリメチルベンゼン

227 トルエン

232 ニッケル化合物

266 フェノール

311 マンガンおよびその化合物

346 モリブデンおよびその化合物

合計

1.4 

4.9 

17.2 

56.9 

31.0 

41.0 

4.1 

40.0 

0.7 

6.2 

29.3 

17.1 

249.8

0.0 

0.0 

16.1 

0.0 

20.9 

0.0 

4.0 

32.6 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

73.5 

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.4 

0.1 

0.1 

28.4 

0.1 

0.8 

0.1 

0.1 

0.1 

0.0 

1.0 

0.1 

31.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

6.2

0.0

0.0

6.2

1.0 

4.8 

1.0 

28.4 

10.0 

40.2 

0.0 

7.4 

0.6 

0.0 

28.3 

17.1 

138.8 

取扱量
排出量 リサイクル

量
除去
処理量

消費量

・取扱量1t以上が対象（特定第1種指定化学物質は500kg以上）
・除去処理量：焼却処理・分解処理などにより除去した量
・消費量：反応により他物質に変化したり、製品に含有もしくは付随して場外へ持ち出される量

大気 水質

移動量

廃棄物 公共下水道

単位：t /年

・ボイラー10t：2006年度未稼働
・「最大」「最小」「平均」は、年間を通じた測定値の中の最大／最小／平均の値を表す


